
宿泊約款

2.前項の時間は、必要やむを得ない場合には臨時に変更することがあります。
  その場合には、ホームページでの告知等、適当な方法をもってお知らせします。

  (1)  鶴雅メインダイニング     [天河]  夕食 18:00～21:00 

 夕食 18:00～21:00 

             朝食   7:00～ 9:00 

     ウイングス北海道ビュッフェ [HAPO] 
      朝食  7:00～ 9:00 

  15:00～22:00 

  (2) 温泉施設に関しては館内掲示物に準ずる  

  (3) フィットネススタジオ
       [MOBI FIT STAND produced by JOYFIT]
  (4)  ゲストラウンジ [アペソ]     20:00～23:00
  (5)  アウトドアショップ [ぺカンペ]                             7:00～10:00/15:00～21:00 

1.宿泊客が当館の客室を使用できる時間は、午後3時から翌朝10時（別館客室宿泊客は午
  後2時から翌朝11時）までとします。ただし、連続して宿泊する場合においては、到着日及び
  出発日を除き、終日使用することが出来ます。

2.宿泊の申込をした者は、当館が宿泊者の氏名、住所、電話番号等を記載した宿泊者名簿
   の提出の依頼した際は、宿泊契約成立後であっても、直ちに提出するものとします。
3.当館は、宿泊予定日前の任意の日に、宿泊客からいただいた連絡先に予約の確認の電話
   を差し上げる事があります。
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3.当館は、第1項および第2項に基づく損害賠償責任のあるときであっても、次に定める物品につ
   いては、その責任を負いません。（1）稿本、設計書、図案、帳簿、その他これらに準ずるもの（磁
   気テープ、磁気ディスク、CDロム、光ディスク等情報機器（コンピュータ及びその端末装置な
   どの周辺機器）で直接処理を行える記録媒体に記録されたものを含みます。）

3.前2項の場合における宿泊客の手荷物又は携帯品の保管についての当館の責任は、前条
  第2項の規定に準ずるものとします。ただし第1項の郵送物お預かり時の扱いについては、
  フロント預かり物と同等に保管いたします。

2.宿泊者がチェックアウトしたのち、手荷物または携帯品が当ホテルに置き忘れられている場合に  
　おいて、当ホテルは原則として所有者からの照会の連絡を待ちその指示を求めます。
　所有者からの指示がない場合は、貴重品については発見日を含め7日以内に最寄の警察署に
　届け、その他の物品については3ヶ月経過後処分します。ただし飲食物・たばこ・雑誌等は即日
　処分します。

2.宿泊客は、宿泊契約に基づく宿泊サービスを円滑に受領するため万が一宿泊契約の内容と
   異なる宿泊サービスが提供されたと認識したときは、すみやかに当館において、その申し出を
   申し出なければなりません。
3.当館と宿泊客との間の宿泊契約に関する紛争は、日本法を準拠法とし、当館の所在地を管
   轄する地方裁判所または簡易裁判所をもって専属管轄裁判所とします。

1.当館は、締結された契約内容が第5条第1項に該当する場合、または次に揚げる場合に
  おいて、宿泊契約を解除するときがあります。

（4）宿泊しようとする者が、伝染病者であると明らかに認められるとき。
（5）宿泊に関し合理的な範囲を超える負担を求められたとき。
（6）天災、施設の故障、その他やむを得ない事由により、宿泊させることが出来ないとき。
（7）北海道旅館業法施行条例10条の規定する場合に該当するとき。
（8）宿泊の申込をした者が、自己の商業目的を秘して申込をしたとき。
（9）宿泊しようとする者が、次のイからハに該当すると認められるとき。
　イ） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第
　　  2号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）、同条第2条6号に規定する暴力団員
　　 （以下「暴力団員」という。）、暴力団準構成員又は暴力団関係者その他反社会的勢力
   ロ） 暴力団又は暴力団員が事業活動を支配する法人その他の団体であるとき
　ハ） 法人でその役員のうちに暴力団員に該当する者があるもの

2.前項の規定により宿泊契約が成立したときは、宿泊期間に該当する当館が定める申込金
  を、当館が指定する日までにお支払いいただきます。

2.当館が第7条の事由に基づいて宿泊契約を解除した時は、未だ提供を受けていない宿泊
   サービス等の料金も、解約時における違約料として起算しお支払いいただきます。

（1）宿泊客が宿泊に関し、法令の規定、公の秩序もしくは善良の風俗に反する行為をする恐れ
     があると認められるとき、または同行為をしたと認められるとき。
（2）宿泊客が伝染病者であると明らかに認められるとき。
（3）宿泊に関して合理的な範囲を超える負担を求められたとき。
（4）天災等不可抗力に起因する事由により宿泊させることが出来ないとき。
（5）北海道旅館業法施行条例10条の規定する場合に該当するとき。
（6）寝室での寝たばこ、消防用設備等に対するいたずら、その他当館が定める利用規則の
     禁止事項に従わないとき。
（7）宿泊の申込をした者が、自己の商業目的を秘して申込をしたとき。
（8）当館から確認の電話又は電子メールをした際、宿泊申込時にいただいた電話番号や電子
    メールアドレスが無効である場合、または指定した折り返し期日までにご連絡のない場合。
（9）宿泊客が次のイからハに該当すると認められるとき。
   イ） 暴力団、暴力団員、暴力団員準構成員または暴力団関係者その他の反社会的勢力
   ロ） 暴力団又は暴力団員が事業活動を支配する法人その他の団体であるとき
　ハ） 法人でその役員のうちに暴力団員に該当するものがあるもの

但書

ただし、当館が第4条第1項の特約に応じた場合にあっては、その特約に応じるにあたって、
宿泊客が宿泊契約を解除したときの違約金支払義務について、当館が宿泊客に告知したとき
に限ります。

宿泊客が
支払うべき
総額

宿泊料金

追加料金

①　基本宿泊料（室料（及び室料＋朝食等の飲食料））
②　サービス料（①に関わるもの）
③　追加飲食（①に含まれるものを除く）
④　サービス料（③に関わるもの）

税金 イ　消費税
ロ　入湯税（温泉地のみ）

内　　容
別表第１　宿泊料金等の内訳（第２条第１項及び第１２条第１項関係）

別表第２　違約金（第6条第2項関係）

契約解除の通知を受けた日

契
約
申
込
人
数

100％
100％
100％
100％

10名まで
11～25名まで
26～100名まで
101名以上

100％
100％
100％
100%

50%
50%
100％
100％

30％
30％
50％
50％

10％
30％
30％ 10％

31～60日前

10％
20％

15～30日前8～14日前2～7日前前　日当　日不　泊

1.％は、基本宿泊料に対する違約金の比率です。
2.連泊の契約日数が短縮した場合は、キャンセルされる日付それぞれに該当する違約金を収受します。
3.団体客(11名以上)の一部に契約の解除があった場合、解約人数に応じて上記違約金を収受致します。
4.各宿泊契約・宿泊プランにキャンセルについて記載がある場合、その記載内容が優先されます。


